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和文概要 本稿では，公平性を考慮した施設配置を求めるための Quantiles Share Ratio (QsSR)最小化型の
複数施設配置問題を提案する．所得格差を測る指標のひとつである Quintile Share Ratio (QSR)は，所得の
高い上位 20%の所得の合計を所得の低い下位 20%の所得の合計で除したものであり，この上位と下位の占有
率を一般化したものが QsSRである．Dreznerら (2014)では，所得を施設までの移動距離に置き換えて，需
要が線分や矩形上に連続的かつ一様に与えられた場合と，需要がネットワーク上に離散的に分布する場合を対
象に，1つの施設の配置の公平性についての議論が行われている．本論文では，需要と配置候補場所が離散的
に与えられる場合を対象に，QsSRを最小化するように，複数施設を同時に配置する数理計画問題としてモデ
ル化し，二分探索を用いた解法を示す．さらに総移動距離の制約を考慮したモデルの拡張について示す．これ
らについて，荒川区の町丁目のデータを用いて，需要量がすべての需要点で均一の場合と，需要点ごとに異な
る場合の 2つのケースで，QsSRを最小化する配置の特徴や総移動距離の制約の有無による影響を分析した．
結果として，総移動距離最小化問題の解と比較して，わずかな総移動距離の増分を許容することで，公平性を
大きく改善する配置が得られることを確認した．
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1. はじめに

ある種のサービスの提供を考えるとき，そのサービス拠点となる施設をどのような場所に設
置するかは重要な問題となる．設置に際しては，需要者に対する効率性や公平性，設置コス
ト，他のサービス提供施設との関係など様々な要素を考慮する必要がある [3]が，本稿では
特に公平性に着目する．例えば，公共性の高い施設サービスなどは，公平性が求められる代
表例である．施設サービスの公平性には様々なものが考えられるが，施設配置研究で最もよ
く用いられるものの 1つとして「最寄り施設までの移動距離のばらつきが小さいこと」があ
り，これを実現するために，最大移動距離の最小化，移動距離の分散の最小化をはじめとす
る様々な指標が提案されている [1, 2, 4, 6, 8–10]

Dreznerら [5]は施設配置の公平性を測るための指標として，QSR（Quintile Share Ratio）
を用いたモデルを提案している．QSRは「所得の高い上位 20%の所得の合計」を「所得の
低い下位 20%の所得の合計」で除したものである [7]．元々のQSRは所得格差を測る指標
であるが，Dreznerらは所得の代わりに，各需要点から最寄り施設までの移動距離を用いて
施設配置の公平性を評価している．また，同時に貧困層や富裕層などの下位と上位の占有
率を表す p (0 < p ≤ 0.5)，q (0 < q ≤ 0.5)を導入し，QSRを一般化した定義を示してい
る [5]．Dreznerらは，p = q = 0.2となる通常のQSRのみを対象とし，線分や矩形上に連続
的かつ一様に需要が分布する都市に対して施設を 1つのみ配置する場合のQSRの値を求め
たり，ネットワーク上に離散的に分布する需要点を対象にQSR を最小化する 1施設の配置
を求めたりする方法などを提案している．本稿ではDreznerらの定義に基づき，QSRの一
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般化として，最寄り施設までの移動距離について「距離の大きい上位 100q%の距離の総和」
を「距離の小さい下位 100p%の距離の総和」で除したものをQuantiles Share Ratioと定義
し，以降QsSRと表記する．
田中ら [11]は，需要が連続的かつ一様に与えられた線分都市内に施設が 1つある場合と

2つある場合について，任意の施設位置についての QSR（p = q = 0.2）を陽に導出して
いる．また，田中ら [12]は，QsSRの特殊ケースとして，中央値（Median）で需要を二分
（p = q = 0.5）するMedian Share Ratio（以降，MSR）の利用を提案している．MSRでは，
サービス対象となる全需要を対象とした値であることや，線分や平面などの都市モデルにお
いて解析的な取り扱いが平易になることなどが利点として挙げられている．
本稿では，離散的に需要点と施設（供給点）の配置候補点が与えられるとき，上記のよう

なQSRやMSRという指標を用いて，これらの値が小さいほど公平性の高い施設配置であ
ると考え，最適な施設の配置場所を求める方法を追究する．Dreznerら [5]が 1施設の場合の
みを対象としているのに対し，本稿ではより一般的に P 個の施設を配置する問題を考える．
次節では，まず，需要量がすべて 1の場合について，QsSRを最小化する配置場所を求め

る問題を非線形の整数計画問題として定式化する．QsSRはその定義から「上位の移動距離
の総和」を「下位の移動距離の総和」で除したもので表される．目的関数が非線形になるこ
とから，これを最小化する問題を定式化し，直接的に解を求めることは，一般に難しい．そ
こで，一般の数理計画ソフトウェアで解を求められるように，元問題を線形化して得られる
実行可能性判定問題を定義する．その上で，二分探索の考えに基づいてこの問題を複数回解
くことで元の問題の解を得る方法について述べる．
3節では，QsSR最小化型の複数施設の配置問題の適用例として，荒川区の町丁目の代表

点を用いた分析を行う．需要量がすべての需要点で均一の場合と，需要点ごとに異なる場合
の 2つのケースについて，QSRとMSRを最小化する配置についてその特徴と傾向を分析す
る．なお，需要量が需要点ごとに異なる場合については，同一地点に複数の需要点を設定し
て計算する．
4節では，公平性のみでなく，効率性も同時に考慮するために，総移動距離制約付きの問

題を提案する．施設配置を考える上で，公平性は重要な視点であるが，公平性のみで評価し
た配置は極端に効率性が低い場合もあり，公平性と効率性とを同時に考えることが不可欠で
ある [6]．そこで，効率性を表す最も基本的な施設配置問題である総移動距離最小化問題を
利用し，最小となる総移動距離の定数倍という制約の中で，QsSRを最小にする配置を求め
る問題を考える．そして，総移動距離の制約の無い場合と実際に配置を求めて比較し，その
効果を確認する．最後に，まとめと今後の課題について述べる．

2. QsSR最小化型の複数施設配置問題の定式化

本稿では，各需要点が最も近い施設を利用すると仮定したときに，QsSRを最小化するよう
に，与えられたP 個の施設を配置する問題を提案する．以降，このQsSR最小化型の配置問
題をP -QsSRLP（P -QsSR minimization Location Problem）と呼ぶ．本節では，P -QsSRLP

の定式化とその解法について示す．なお，以降では，各需要点の最寄り施設までの移動距離
について，移動距離の小さい下位 100p%の需要点の集合をクラスL，移動距離の大きい上位
100q%の需要点の集合をクラスU，それら以外の需要点の集合をクラスMとする．

2.1. P -QsSRLPの定式化

P -QsSRLPを定式化するために以下の記号を用いる．
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入力

I：需要点集合, N = |I|
J：施設の配置候補点の集合
dij：需要点 i ∈ Iから配置候補点 j ∈ J までの移動距離
P：配置する施設数
B：十分に大きい定数

決定変数

xU
ij：需要点 iが配置候補点 jに設置された施設に割り当てられ，クラスUに属するとき 1，
そうでないとき 0をとる 0-1変数

xL
ij：需要点 iが配置候補点 jに設置された施設に割り当てられ，クラス Lに属するとき 1，
そうでないとき 0をとる 0-1変数

xM
ij：需要点 iが配置候補点 jに設置された施設に割り当てられ，クラスMに属するとき 1，
そうでないとき 0をとる 0-1変数

yj：配置候補点 jに施設を配置するとき 1，そうでないとき 0をとる 0-1変数
tL, tU：需要点がどのクラスに属するかを最寄り施設までの距離に応じて振り分けるための

変数．tLがクラス Lで最も大きい距離，tUがクラスUで最も小さい距離を表す

これらの入力と変数を用いて，需要量がすべて等しい（需要量が 1）場合のP -QsSRLPは
以下のように定式化できる．
[P -QsSRLP]

min.

∑
i∈I
∑

j∈J dijx
U
ij∑

i∈I
∑

j∈J dijx
L
ij

, (2.1)

s.t. xL
ij + xU

ij + xM
ij ≤ yj, i ∈ I, j ∈ J, (2.2)∑

j∈J

(xL
ij + xU

ij + xM
ij ) = 1, i ∈ I, (2.3)∑

j∈J

dijx
L
ij ≤ tL, i ∈ I, (2.4)

∑
j∈J

dijx
M
ij +B

(
1−

∑
j∈J

xM
ij

)
≥ tL, i ∈ I, (2.5)∑

j∈J

dijx
M
ij ≤ tU, i ∈ I, (2.6)

∑
j∈J

dijx
U
ij +B

(
1−

∑
j∈J

xU
ij

)
≥ tU, i ∈ I, (2.7)

0 ≤ tL ≤ tU, (2.8)

− y[m]i +
m∑
s=1

(
xL
i[s]i

+ xU
i[s]i

+ xM
i[s]i

)
≥ 0,

i ∈ I,m = 1, · · · , |J | − 1, (2.9)∑
i∈I

∑
j∈J

xL
ij = ⌊N × p⌋, (2.10)
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i∈I

∑
j∈J

xU
ij = ⌊N × q⌋, (2.11)∑

i∈I

∑
j∈J

xM
ij = N − ⌊N × p⌋ − ⌊N × q⌋, (2.12)∑

j∈J

yj = P, (2.13)

xL
ij, x

U
ij, x

M
ij ∈ {0, 1}, i ∈ I, j ∈ J, (2.14)

yj ∈ {0, 1}, j ∈ J. (2.15)

目的関数 (2.1)は，QsSRの最小化を表している．制約条件 (2.2)は各需要点の施設への
割り当ては，配置された施設にのみ行われることを表す．制約条件 (2.3)は，各需要点がク
ラスU，クラス L，クラスMのいずれか 1つに割り当てられることを規定している．制約
条件 (2.4)，(2.5)，(2.6)，(2.7)，(2.8)は，クラス Lに割り当てられた需要点の移動距離が
tL以下であること，またクラス Uに割り当てられた需要点の移動距離が tU以上であるこ
と，さらに，それ以外に割り当てられた需要点の移動距離は tL以上 tU以下であることを
規定している．なお，十分に大きな定数Bは，tLや tUの定義およびそれらとの関係から，
maxi∈I, j∈J{dij}よりも大きい必要はなく，この値を用いることができる．また，(2.9)式は，
各需要点が最近隣の施設を利用することを保証するもの [3]であり，ここで，[m]iは需要点
iに近い方からm番目の配置候補点を表す．この制約条件を用いることで，ある需要点を最
寄りの施設に割り当てずに，遠い施設に割り当てることを利用して目的関数値を小さくする
解を得ることを禁止できる．制約条件 (2.10)，(2.11)，(2.12)は，各クラスに割り当てられ
る需要点の個数を規定している．制約条件 (2.13)は P 個の施設を配置することを表してい
る．制約条件 (2.14)，(2.15)はそれぞれ 0か 1のみをとる変数であることを表している．

2.2. P -QsSRLPに対する解法

提案モデルの目的関数が非線形の 0-1整数計画問題であるため，この問題を一般の数理計画
ソフトウェアで直接求解することは難しい．そこで，以下のようなアプローチにより解を求
める．
いま， ∑

i∈I
∑

j∈J dijx
U
ij∑

i∈I
∑

j∈J dijx
L
ij

≤ θ

となる θを考えれば，これより，次式を得る．∑
i∈I

∑
j∈J

dijx
U
ij − θ

∑
i∈I

∑
j∈J

dijx
L
ij ≤ 0. (2.16)

制約条件 (2.2)–(2.15)に加えて，この (2.16) 式を制約条件として持つ実行可能性判定問題F

を考える．
ここで，P 個の施設のある配置が，与えられた θ（例えば θ = 1.5）に対して，(2.16)式を

満たす場合には，P -QsSRLPの最適値は θ以下（QsSRが 1.5以下）であることが保証され
る．そこで，この実行可能性判定問題Fが実行可能となる最小の θを求めることでQsSRを
最小化する最適配置を得ることができる．この最小の θは二分探索で求められる．
なお，二分探索の経過において，s回目までの反復で実行可能性判定問題Fを解いて得ら

れる配置は，s+ 1回目以降の実行可能性判定問題 Fを解く際には除外できる．実行可能性
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判定問題 Fの解を求める際に，この情報を次式 (2.17)の形で明示的に数理計画ソフトウェ
アに与えることで，求解時間を短縮できる可能性がある．∑

j∈J

Atjyj ≤ P − 1, t = 1, · · · , T. (2.17)

ここで，Atjは，二分探索の計算過程で得られる t番目の解において，配置候補点 jに施設
を配置する場合は 1，しない場合は 0を保持し，T は計算過程で得られている解の個数であ
る．後述の計算機実験において，この制約を追加した場合としない場合の効果を比較する．

[P -QsSRLPのための二分探索法]

Step 1 : LB := ⌊N × q⌋/⌊N × p⌋, UBは何らかの配置で得られるQsSR値，その配置 y∗j ,

T := 1, ATj := y∗j
Step 2 : θ := (UB+LB)

2

Step 3 : 実行可能性判定問題 Fが実行可能かどうかの判定
1. 可能な場合：実行可能解における配置 ŷj

(a) （(2.17)式を追加する場合）T := T + 1とし，ATj := ŷj
(b) UB :=実行可能解のQsSRの値

2. 不可能な場合：LB := θ

Step 4. ：UB −LB < ϵならUBの値をとる配置 ŷjを最適配置として終了，そうでなけれ
ば Step 2.へ

なお，Step 3 の実行可能性判定および実行可能解の取得は数理計画ソフトウェアによって
可能であり，後述する数値例では目的関数として総移動距離

∑
i∈I
∑

j∈J dij
(
xL
ij + xU

ij + xM
ij

)
を用いた．

3. 計算機実験

前節で示した定式化により，どのような配置が得られるかを分析するために，東京都荒川
区の町丁目の代表点を用いたデータに適用した．町丁目の代表点は，「e-Stat政府統計窓口」
(https://www.e-stat.go.jp/)から得られる平成 22年国勢調査（小地域）の境界データに
含まれる座標を用いた．なお，P -QsSRLPの最適解の傾向を見るために，最も代表的な施
設配置問題の 1つである P -median問題の最適配置との比較を行う．P -median問題は総移
動距離最小化型の施設配置問題であり，次のように定式化できる [3]．

定式化：P -median問題

min. MED =
∑
i∈I

∑
j∈J

widijxij, (3.1)

s.t. xij ≤ yj, i ∈ I, j ∈ J, (3.2)∑
j∈J

xij = 1, i ∈ I, (3.3)∑
j∈J

yj = P, (3.4)

xij ∈ {0, 1}, i ∈ I, j ∈ J, (3.5)

yj ∈ {0, 1}, j ∈ J. (3.6)
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ここでwiは需要点 iの需要量を表す定数であり，xijは需要点 iを施設 jに割り当てるとき
1，そうでないとき 0をとる変数である．目的関数は総移動距離の最小化であり，(3.2)式は
施設が配置された場所にのみ需要点が割り当てられること，(3.3)式はただ 1施設のみに割
り当てられること，(3.4)式は配置する施設数がP 個であること，をそれぞれ規定している．
本稿では，需要量が 1の場合の P -QsSRLPを提案している．これを用いて以下の 2つの

ケースについて議論する．

ケース 1：需要量がすべての需要点において同一の場合として，荒川区の町丁目の人口を考
慮せず地理的な分布における傾向についてのみ分析する. 需要点および配置候補点は
52個となる．

ケース 2：需要量が需要点ごとに異なる場合として，平成 22年国勢調査における人口デー
タに基づき，荒川区の各町丁目の需要量を，表 1のように設定する．ここでは，便宜
的に各町丁目の人口を 2, 000で割って切り下げたものを需要量として用いる．これを
2節の定式化に当てはめるために，需要量の個数分同じ場所に需要点があるものとし
て計算する．このとき，需要点は 81個であり，配置候補点は 52個となる．

表 1: 需要量の決定基準とそれぞれの町丁目数

決定基準（人口） 需要量 町丁目数
4, 000未満 1 29

4, 000以上 6, 000未満 2 19

6, 000以上 8, 000未満 3 3

8, 000以上 10, 000未満 4 0

10, 000以上 12, 000未満 5 1

なお，前節の二分探索において，初期UBにはP -median問題の最適解を用い，終了条件
として ϵ = 1× 10−3を用いた．
まず，ケース 1の結果を示す．図 1では，東京都荒川区の 52町丁目を需要点および配置

候補点として，1つの施設を各町丁目に配置した場合の結果を示している．それぞれの図に
おいて，pと qの値を 0.2(QSR)，0.3，0.4，0.5(MSR)とした場合の目的関数値を色で示し
ており，値が大きい（公平性が低い）ほど，白くなっている．いずれも中心及び周囲におい
て値が小さいのに対して，その間の地域において値が大きい．この傾向は，線分や矩形上で
のQSRやMSRを計算した既存研究 [5, 11, 12]と同様である．
QSRとMSRの値に着目すると，QSRの値の範囲は [3.64, 7.93]であるのに対して，MSR

の値の範囲は [1.87, 2.69]と，その範囲は大きく異なっている．これは，QSRが「上位 2割

3.64 7.93

(a)                        (QSR)

1.87 2.69

(d)                        (MSR)

2.69 5.14

(b)                       

2.23 3.64

(c) 

図 1: ケース 1における施設数 1の場合のQsSR
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(d)              ,    -median

(a)              ,    -median

(e)              , QSR (                       )

(b)              , QSR (                       ) (c)             , MSR (                       )

(f)              , MSR (                       )

図 2: ケース 1における P = 2, 3の P -median問題および P -QsSRLPの最適解

表 2: P -median問題，P -QsSRLPの最適配置におけるそれぞれの目的関数値（ケース 1）

P 評価関数 P -median QSR最小化 比 MSR最小化 比

2

MED 49.33 52.92 1.07 82.94 1.68

QSR 4.80 3.96 0.83 4.13 0.86

MSR 2.33 1.99 0.85 1.93 0.83

3

MED 40.53 42.19 1.04 44.52 1.10

QSR 5.70 3.84 0.67 4.28 0.75

MSR 2.53 2.06 0.81 2.00 0.79

の移動距離の合計」を「下位 2割の移動距離の合計」で除したものであるため，それらの合
計値が大きく異なるのに対して，MSRは「上位 5割の移動距離の合計」を「下位 5割の移
動距離の合計」で除したものであるため，相対的に合計値の差が小さくなるためである．ま
た，QSRでは図 1(a)の左上のように，値が大きい配置場所から比較的近い場所に値の小さ
い場所が存在し，MSRと比較して配置場所の変化の影響を受けやすいことが分かる．これ
は，上位 2割と下位 2割を対象に値を求めるQSRでは，施設の配置場所の変化により上位 2

割と下位 2割の需要点の構成が大きく変わることがあるのに対して，MSRでは全需要を対
象に値を求めているため，施設配置場所の変化によるMSRの値の変化が小さいことに起因
すると考えられる．また，p = q = 0.3や 0.4の結果はそれらの中間的な結果となっている．
図 2は，施設数 2と 3の場合について，P -median問題とP -QsSRLPのそれぞれの最適解

における配置を示したものである．また，表 2はそれぞれの目的関数値を示したものであ
る．表中の下線はそれぞれの目的関数における最適値を表しており，「比」は P -median 問
題の最適配置における値に対するQSR最小化もしくはMSR最小化の最適配置における値
の比を表している．なお，施設数が 1の場合と同様に，pと qの値を 0.2(QSR)，0.3，0.4，
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0.5(MSR)と変化させて計算したが，今回の例においては，0.3と 0.4の最適配置は 0.2(QSR)

および 0.5(MSR)のいずれかと同じであったため，以降ではQSRとMSRについて議論をす
すめる．これはケース 2においても同様である．
施設数 2のとき，P -median問題の解とQSRを最小化した場合の解を比較すると，QSR

を最小化した場合は，配置（図 2(a)と (b)）も大きな違いはなく，総移動距離が 1.07倍に
増えることを許容できれば，QSRを 0.83倍にできることを示している．これに対して，同
じ施設数 2におけるP -median問題の解に対するMSRを最小化した場合の解の比を見ると，
総移動距離が 1.68倍もあり配置も大きく異なるのに対して（図 2(a)と (c)），MSRは 0.83

倍でありQSRの比と同じ程度である．施設数 3においては，総移動距離はそれぞれ，QSR

を最小化した場合の解では 1.04倍，MSRを最小化した場合の解では 1.10倍の違いしかない
のに対して，QSRは 0.67倍に，MSRは 0.79倍にすることができている．以上の結果から，
QSRやMSRの最小化のみを目的とした問題の最適解は，効率性の点では望ましくないケー
スがあることが確認された．このことは，他の公平性の指標を用いた既存の施設配置問題に
おいても指摘されている点である [6]．
次に，需要量を考慮するケース 2について述べる．図 3は，図 1と同様に各町丁目に施

設を 1つのみ配置した場合の結果を示している．図 1と比較して，全体的に公平性が低い配
置場所が多くなっている．また，図中下側に需要量が多いため，下の方に配置した場合の方
が移動距離が小さい需要が多くなり，公平性が低い傾向が見られる．図中下側に需要量が多
い影響は，P -median問題の最適配置（図 4(a), (d)）からも見て取ることができ，図 2と
比較して施設がより下側に配置されているのが分かる．
QSRを最小化した場合の最適配置である図 4(b), (e)とMSRを最小化した場合の最適配

置のうち図 4(f)では，施設を分散して配置し，移動距離の大きい需要点を減らしている．こ
れにより，下位の総移動距離と上位の総移動距離の差が小さくなり，目的関数値を最小に
する配置を実現している．これに対して，図 4(c)では，1施設の場合に公平性の高い場所
（図 3(b)）に 2つの施設を近接して配置し，移動距離の小さい需要点を減らすことで同様の
ことを実現している．またそれに伴い，表 3からは，図 4(c)の配置は総移動距離が非常に
大きくなっていることが分かる．
これまでの結果では，QsSRの定義から当然のことながら，総移動距離（効率性）は考慮

されていない．また極端な場合には，全需要点の移動距離を大きくすることでQSRやMSR

を最小化する配置が得られる場合があることがわかった．しかしながら，現実には，公平
性のみが実現されていれば全体としての移動距離は大きくても小さくてもかまわない，と
いう場合は少ないと思われる．そこで次節では，公平性とともに効率性も考慮するために，
P -median問題の最適値となる総移動距離を用いる．具体的には，QSR（MSR）を最小化す
る最適配置を求める際に，この総移動距離の定数倍以下の総移動距離となる配置の中で最も
QSR（MSR）値の小さい配置を求める問題を考える．

4. 総移動距離制約を考慮したP -QsSRLP

2節で定義した P -QsSRLPの最適解は，効率性の観点から望ましくないケースが起こり得
ることが確認された．そこで，本節では，2節の定式化に，以下の総移動距離制約を考慮し
た P -QsSRLPを考える．∑

i∈I

∑
j∈J

dij
(
xL
ij + xU

ij + xM
ij

)
≤ αMED. (4.1)
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3.25 6.88

(a)                        (QSR)

1.84 2.70

(d)                        (MSR)(c) 

2.11 3.41

(b)                       

2.52 4.61

図 3: ケース 2における施設数 1場合のQsSR

(d)              ,    -median

(a)              ,    -median

(e)              , QSR (                       )

(b)              , QSR (                       ) (c)             , MSR (                       )

(f)              , MSR (                       )

図 4: ケース 2における P = 2, 3の P -median問題および P -QsSRLPの最適解

表 3: P -median問題，P -QsSRLPの最適配置におけるそれぞれの目的関数値（ケース 2）

P 評価関数 P -median QSR最小化 比 MSR最小化 比

2

MED 79.63 92.20 1.16 145.82 1.83

QSR 4.77 3.72 0.78 4.04 0.85

MSR 2.28 2.00 0.88 1.96 0.86

3

MED 60.90 82.62 1.36 82.62 1.36

QSR 5.74 3.62 0.63 3.62 0.63

MSR 2.51 1.96 0.78 1.96 0.78
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ここで αは，P -median問題の最適値（MED）と比較して何倍までを総移動距離として許
容するかを表す定数とする（α ≥ 1）．α = 1のとき P -median問題の解が得られる．
ここでは，前節でP -median問題の最適配置と比較して総移動距離に差が見られた（表 3），

MSRの施設数 2の問題を対象として，ケース 1とケース 2について，α = 1.1, 1.2, · · · とし
て計算を行った（表 4）．表 4において，ケース 1の場合には αが 1.1から 1.6で同じ配置
であったこと，ケース 2の場合には αが 1.2から 1.4と 1.5から 1.8で同じ配置であったこ
とを示している．これらの配置を図 5に示す．各施設数におけるP -median問題の最適配置
（a, d），MSRを最小化した場合の最適配置（c, h），総移動距離制約を考慮した配置（bと
e，f，g）を示している．総移動距離制約付きP -QsSRLPの最適配置はケース 1の場合には，
P -median問題とMSRを最小化した場合のそれぞれの最適配置の中間に位置するような配
置となっている．また，ケース 2の場合も，図 5(d)から (g)にかけて，αが大きくなるにつ
れて，徐々に外側に施設が配置されている．
表 4から，ケース 1のMSRは，総移動距離の 1割の増加を許容できれば，MSRの増加

を最適値の 1.03倍に抑えられている．同様にケース 2においても，総移動距離の 1.1倍で
MSRの値の場合の 1.03倍に，1.2倍で 1.02倍の増加で済む結果となった．施設配置におい
て，総移動距離が小さいことと，移動距離が公平であることは，いずれも重要な指標であ
る．総移動距離の制約を考慮することで，両者を両立した配置が得られる可能性を示すこと
ができた．
最後に，各ケースにおける計算時間を示す．計算は，Intel Xeon CPU E5-1650 3.50GHz，

32GBメインメモリの PC上で，Gurobi Optimizer 6.5.1を用いて行った．まず，移動距離
の制約のない場合の計算時間を表 5に示す．表中で逐次追加とは，(2.17)式を利用した場合
を表しており，逐次追加がある場合において若干の改善がある可能性を示している．表 6で
は移動距離制約がある場合（施設数 2，MSR）を示している．表 5と比較して大幅に計算時
間が短い場合があることがわかった．また，総移動距離制約がある場合の方が，逐次追加あ
りの場合の計算時間に改善が見られた．

5. おわりに

本稿では，施設サービスを評価する重要な指標のひとつである公平性に着目し，QsSRを利
用して，公平性の高い施設配置を実現するためのモデルと解法，およびそれらを用いた数値
例について議論した．離散的に需要点と施設配置候補場所が与えられた場合に，需要量がす

表 4: 最小の総移動距離の α倍までの総移動距離制約付き P -QsSRLP（P = 2, MSR）

需要量 α 総移動距離 MSR

ケース 1

P -median 49.33 2.33

1.1 — 1.6 52.92 1.99

MSR最小化 82.94 1.93

ケース 2

P -median 79.63 2.28

1.1 84.39 2.02

1.2 — 1.4 92.20 2.00

1.5 — 1.8 118.38 1.99

MSR最小化 145.82 1.96
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(a) P = 2, P -median (b) P = 2, α = 1.1 (c) P = 2, MSR最小化

(d) P = 2, P -median (e) P = 2, α = 1.1 (f) P = 2, α = 1.2

(g) P = 2, α = 1.5 (h) P = 2, MSR最小化

図 5: P -median問題，制約付き P -QsSRLP，P -QsSRLPの比較 (P = 2, MSR)

表 5: 荒川区のデータに対する P -QsSRLPの計算時間（秒）

需要 P 逐次追加あり 逐次追加なし

ケース 1

2
QSR 3450.99 3432.95

MSR 2008.46 3173.40

3
QSR 12017.67 14362.89

MSR 8800.64 7420.43

ケース 2

2
QSR 14891.48 9780.68

MSR 8441.27 36491.79

3
QSR 55027.77 61665.48

MSR 32011.30 75058.47
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表 6: 荒川区のデータに対する総移動距離制約付き P -QsSRLPの計算時間（秒）：MSR, 施
設数 2

需要 α 逐次追加あり 逐次追加なし

ケース 1

1.1 494.30 398.01

1.2 991.43 898.77

1.3 1763.37 1855.83

1.4 354.58 2590.86

1.5 2169.36 2753.08

1.6 1720.69 2733.57

ケース 2

1.1 2868.29 5207.00

1.2 5072.60 8254.50

1.3 7399.55 13743.06

1.4 5308.93 15767.58

1.5 7253.30 14713.51

1.6 6130.45 23627.54

1.7 7994.37 18817.86

1.8 6120.35 17865.14

べて等しい場合について，QsSRを最小にする複数施設の配置場所を求める問題を数理計画
問題として定式化した．QsSRが非線形であることから，一般的な数理計画ソフトウェアを
利用して解を求めることができるように，線形化して得られる実行可能性判定問題を二分探
索により複数回解くことで元の問題の最適解を求める方法を示した．提案したモデルと解法
を用いて，東京都荒川区の町丁目の代表点を用いて最適解の傾向を確認した．
さらに，QsSRの最小化のみを考えるときには，総移動距離が非常に大きくなることがあ

るため，P -median問題の最適値の定数倍以下となる総移動距離を持つ配置の中で，QsSR

が最小となる配置を求める問題を定義した．これを同じ荒川区のデータに適用し，配置がど
のように変化するかを分析した．その結果，比較的小さな総移動距離の増加を許容すること
で，MSRの大きな改善が見られる場合があることが分かった．
今後の課題としては，計算時間の改善や需要量が異なる場合についての解法の工夫や定

式化の改善を挙げることができる．実際の都市を対象とした分析においては，対象とする都
市やサービスの規模によって，解くべき問題の大きさは異なる．本稿では，需要点の数では
52 と 81であり，施設数も 2と 3の場合を扱った．より大きな都市を分析したい場面や需要
量を厳密に扱いたい場面も考えられ，このような場合に対応するためには解法の工夫や定式
化の改善が必要となる．
また，実際の都市のデータにおいてQSR やMSR を用いた分析はまだ十分に行われてい

るとはいえない．実際のデータに基づいて他の公平性の指標などとその違いを比較すること
はそれぞれの特性をみる上で有用であろう．
本稿では，QsSRにおける下位と上位の占有率に等しい値を用いて計算機実験を行った．

これに対して，下位と上位の占有率が異なる場合を考慮した公平性についての議論も考えら
れ，本稿での結果と比較することも有用であろう．例えば，下位グループの総移動距離と上
位グループの総移動距離が等しくなるような下位と上位の 2つのグループ分けおよびそのと
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きのそれぞれの占有率を求めることが考えられる．この場合，下位グループの占有率が小さ
い（0.5に近い）ほど公平性が高いといえる．このような観点に立った施設配置問題を構築
することも興味深い今後の課題である．
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ABSTRACT

MINIMIZING QUANTILES SHARE RATIO

IN MULTIPLE FACILITIY LOCATION PROBLEM

WITH TOTAL DISTANCE CONSTRAINT

Takehiro Furuta Ken-ichi Tanaka
Nara University of Education Keio University

In this paper, we propose a multiple facility location problem to minimize inequality in distances to
facilities. The inequality is evaluated by Quantiles Share Ratio (QsSR) that is a generalized version of
Quintile Share Ratio (QSR). QSR is an inequality measure of income distribution defined as the ratio of
total income received by the 20% of the population with the highest income (top quintile) to that received
by the 20% of the population with the lowest income (lowest quintile). Drezner et al. (2014) have proposed
single facility location problems using QSR where the inequality in distances to the facility is considered
and the value of QSR is analytically derived at specific points such as the center of a circle and a rectangle,
and vertices of a rectangle. Also, the paper mainly focuses on single facility location problems. In this
paper, we develop a mathematical programming model seeking locations that minimize QsSR and propose
a binary search method to solve the model. Furthermore, we extend the model by incorporating a total
distance constraint. The models are applied to the case study of Arakawa ward in Tokyo using geographical
and population data. Results show that our model provides low inequality locations with small increase in
the total distance compared with the locations that minimize the total distance.
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